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⾃治体DXの推進について

○ ⾻太の⽅針2020（R2.7.17閣議決定）では「総務省は、地⽅⾃治体のＡＩ・ＲＰＡ活⽤、セキュリティも踏まえた最適なクラウド化やデ
ジタル⼈材不⾜の解消を中⼼にＩＣＴ化を抜本的に進める計画を年内に策定し、具体的なＫＰＩを設定して取組を加速する。」とされた。

背 景

「⾃治体DX推進計画」の策定（R2.12.25）

計 画 の 概 要
１．計画期間 R3.1〜R8.3
２．⾃治体におけるDX推進の意義

・ デジタル技術やデータを活⽤した住⺠の利便性向上
・ 業務効率化を図り⼈的資源を⾏政サービスの更なる向上につなげること
・ データ様式の統⼀化等を図りつつ、多様な主体との連携により⺠間のデジタル・ビジネスなど新たな価値等が創出されること
３．⾃治体が取り組む施策等

・ 推進体制の構築（組織体制の整備やデジタル⼈材の確保・育成など）
・ ６つの重点取組事項

①⾃治体情報システムの標準化・共通化 ②マイナンバーカードの普及促進 ③⾏政⼿続のオンライン化
④AI・RPAの利⽤推進 ⑤テレワークの推進 ⑥セキュリティ対策の徹底

・ その他の取組事項 地域社会のデジタル化（デジタルデバイド対策を含む）など

計画策定の趣旨
○ 「デジタル・ガバメント実⾏計画」（R2.12.25閣議決定）における⾃治体情報システムの標準化・共通化などデジタル社会構築に向けた各

施策を効果的に実⾏していくためには、国が主導的に役割を果たしつつ、⾃治体全体として、⾜並みを揃えて取り組んでいく必要。
○ 「デジタル・ガバメント実⾏計画」における⾃治体関連の各施策について、⾃治体が重点的に取り組むべき事項・内容を具体化するとともに、
総務省及び関係省庁による⽀援策等をとりまとめ、「⾃治体DX推進計画」として策定するもの。

⾃治体への⽀援
○ 財政⽀援（デジタル基盤改⾰⽀援補助⾦（1,788億円（R2.3次補正））、地⽅交付税（地域デジタル社会推進費の創設）など）
○ ⾃治体DX推進⼿順書（DX計画を踏まえて、DXに着実に取り組めるよう想定される作業やスケジュール等を⽰すもの） 1



⾃治体DX推進⼿順書（令和３年７⽉７⽇策定） 趣旨及び構成

構 成

趣 旨
○ 総務省では、昨年末に、「デジタル・ガバメント実⾏計画」（令和２年12⽉25⽇閣議決定）における⾃治体関連の各施

策について、⾃治体が重点的に取り組むべき事項・内容を具体化するとともに、総務省及び関係省庁による⽀援策等をとりまと
め、「⾃治体DX推進計画」として策定。

○ ⾃治体が、本計画を踏まえて、着実にDXに取り組めるよう、今般、⾃治体DX推進⼿順書を作成。

○ 全国統⼀的な取組みとなる「⾃治体情報システムの標準化・共通化」及び「⾃治体の⾏政⼿続のオンライン化」については、
作業⼿順を⽰す⼿順書を個別に作成するとともに、先⾏する⾃治体の事例をまとめた参考事例集も提供。

⾃治体DX全体⼿順書
【第1.0版】

DXを推進するに当たって想定される⼀連の⼿順（DXの認識共有・機運醸成、
全体⽅針の決定、推進体制の整備、DXの取組みの実⾏）を⽰すもの

⾃治体情報システムの標準化・
共通化に係る⼿順書【第1.0版】

⾃治体情報システムの標準化・共通化の意義・効果や、⾃治体における作業⼿順等
を⽰すもの

⾃治体の⾏政⼿続のオンライン
化に係る⼿順書【第1.0版】

⾃治体の⾏政⼿続のオンライン化の取組み⽅針や、⾃治体における作業⼿順等
を⽰すもの

参考事例集【第1.0版】 DXの認識共有・機運醸成、推進体制の整備、個別のDXの取組み等について、
先⾏する⾃治体の事例を集めたもの

※ 国の取組みの進捗等を踏まえて、適宜⾒直す。 2



⾃治体におけるDX推進体制の構築

 ⾃治体は、デジタル社会形成基本法の基本理念にのっとり、⾃主的な施策を実施する責務を有する
 DXの実現に向け、⾸⻑や幹部職員によるリーダーシップや強いコミットメントが重要
 ⾸⻑等から⼀般職員まで、DXの基礎的な共通理解の形成、実践意識の醸成
 利⽤者中⼼の⾏政サービス改⾰を進めるという、いわゆる「サービスデザイン思考」の共有

 DX推進のビジョンと⼯程表で構成される「全体⽅針」を決定・広く共有
 ⾃治体DX推進の意義を参考にしつつ、地域の実情も踏まえて、⾃団体のDX推進のビジョンを描く
 デジタル化の進捗状況を確認し、⾃団体のDXの取組内容、取組み順序を⼤まかな⼯程表にする

 全庁的・横断的な推進体制の構築。DXの司令塔として、DX推進担当部⾨を設置し、各業務担当部⾨をは
じめ各部⾨と緊密に連携する体制を構築

 各部⾨の役割に⾒合ったデジタル⼈材が配置されるよう、⼈材育成・外部⼈材の活⽤を図る
 ⼀般職員も含めて、所属や職位に応じて⾝につけるべきデジタル技術等の知識、能⼒、経験等を設定した

体系的な育成⽅針を持ち、⼈事運⽤上の取組みや、OJT・OFF-JTによる研修を組み合わせて育成
 ⼗分な能⼒・スキルや経験を持つ職員の配置が困難な場合には、外部⼈材の活⽤も検討

 関連ガイドライン等を踏まえて、個別のDXの取組みを計画的に実⾏。「PDCA」サイクルによる進捗管理
 取組内容に応じて、 「OODA※」のフレームワークを活⽤した柔軟で速やかな意思決定

※ 「Observe（観察、情報収集）」、「Orient（状況、⽅向性判断）」、「Decide（意思決定）」、「Act（⾏動、実⾏）」の頭
⽂字をつないだ⾔葉で、意思決定プロセスを理論化したもの

 DXを推進するに当たって想定される⼀連の⼿順を⽰す⾃治体DX全体⼿順書（令和３年７⽉７⽇）を策定。
 主に、DX推進計画の「⾃治体におけるDX推進体制の構築」に対応し、先⾏的な⾃治体の事例等をもとに、各⾃治体がその実情に応じてDX

を推進する際の参考となるようDX推進の⼿順等を記載。

ステップ０

DXの認識共有・機運醸成

ステップ２

推進体制の整備

ステップ１

全体方針の決定

ステップ３

DXの取組みの実行

D X 推 進 体 制 の 構 築

D X 推 進 の ⼿ 順
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外部⼈材の活⽤について

 外部⼈材を確保する⼿法として、公募、⺠間⼈材紹介会社の利⽤、ICT企業等の社員の派遣を受けるための連携
協定の締結などがある。

 公募の場合に、⼀⾃治体の情報発信の取組では、募集情報をデジタル⼈材や企業に⼗分届けることが難しい。

→ 総務省では、市区町村における外部⼈材の確保を⽀援するため、市区町村の外部⼈材の募集情報を収集し、
総務省ＨＰで公表するとともに、募集情報の更新について、情報提供を希望するデジタル⼈材・企業に対して
随時情報発信

(２) 市区町村の外部デジタル⼈材の募集情報の周知

(１) 市町村がＣＩＯ補佐官等として外部人材の任用等を行うに当たっての財政措置の創設

 「⾃治体DX推進計画」では、⾃治体DXの各種取組みを推進するための組織体制として、役職ごとの役割を設定し、
全庁的・横断的な体制整備に着⼿することが望ましい、としている。

 そこで、CIOのマネジメントを専⾨的知⾒から補佐するCIO補佐官等の役割が鍵となるが、市町村においては、適任者
が⾒つけられないなどその⼈材確保が課題となっている。

→ 令和３年度から、新たに、市区町村がCIO補佐官等として、外部⼈材を特別職⾮常勤職員として任⽤する場合
⼜は外部に業務委託する場合の経費について、特別交付税措置を講じる

 ⾃治体DXを推進するに当たって、CIOのマネジメントを専⾨的な知⾒から補佐するCIO補佐官等の役割が重要であるが、その
⼈材確保が課題となっていることから、市町村が外部⼈材の任⽤等を⾏うための財政措置を令和３年度から創設するなど、市町
村の取組を積極的に⽀援。

概 要




